
　さがみはら都市経営ビジョン ア　ク　シ　ョ　ン　プ　ラ　ン

平成２４年度取組結果報告書



 ■■ 平成２４年度 取組結果の概要 ■■ 
 
１ 平成２４年度の評価について 
 

評価項目 局管理項目 委員会管理項目 合計 
完 了【目標達成】 １７項目 ０項目 １７項目（２３．６％） 
Ａ評価【予定通り進捗している取組項目】  ２０項目 ９項目 ２９項目（４０．３％） 
Ｂ評価【一部の進捗に遅れがある取組項目】 １３項目 ２項目 １５項目（２０．８％） 
Ｃ評価【進捗が遅れている取組項目】  ３項目  ２項目 ５項目（ ７．０％） 
Ｄ評価【進捗していない取組項目】 ２項目 ４項目 ６項目（ ８．３％） 
           計 ５５項目 １７項目 ７２項目 

 
２ 改善効果額について 
 

増収額が生じた取組項目 ４項目 ３２４，７７９千円 
削減効果額が生じた取組項目 ８項目 ２５２，４８７千円 

改善効果額計 １２項目 ５７７，２６６千円 
 
【取組結果報告書の構成】 
  局管理項目と委員会管理項目それぞれについて、完了、Ａ～Ｄ評価の順に取組みをまとめています。 
 



　　　　さがみはら都市経営ビジョン・アクションプラン　局管理項目（55項目）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

完了項目（１７項目）

6

【市民自治の仕組みの構
築】
　新たな市民自治の仕組
みとして、「区民会議」を設
置するとともに、22地区の
「まちづくり会議」の設置と
運営を支援する。

市民自らが主体的に地
域づくりに参画し、課題
解決に取り組むことで、
より暮らしやすい地域社
会が形成される。

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果

【（仮称）市民協働推進条
例の制定】
「さがみはらパートナー
シップ推進指針」の目標で
ある「皆で担う市民社会の
実現」のため、協働につい
ての基本理念や原則、市
民活動及び地域活動の推
進、市の基本施策などを
定める、（仮称）市民協働
推進条例を制定する。

市民と行政の協働、市
民相互の協働が推進さ
れ、皆で担う市民社会の
実現が図られる。

市民自治の一層の実
現を図るため、政令指
定都市移行に伴い、
「区民会議」を設置する
とともに、「まちづくり会
議」の設置を支援す
る。

ー 市民局

達成目標

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額 担当局
年次計画

進捗状況

平成22年度中に市民
満足度調査と新・相模
原市総合計画成果指
標アンケートを統合し
て実施し、平成23年度
から活用する。

21

【市民満足度調査の活用】
市民満足度調査と新・相
模原市総合計画成果指標
アンケートを統合して実施
する。また、調査結果を市
の政策立案過程に反映さ
せる仕組みを確立する。

市の政策・施策に対し
て、市民の満足度がど
れだけ向上したかを定
量的に検証することがで
きる。これにより、新たな
施策の方向性を見極め
ることができる。

企画財政局

1

平成23年度に（仮称）
市民協働推進条例を
制定する。

－ 市民局

20

【新・相模原市総合計画に
おけるＰＤＣＡサイクルの
確立と推進】
新・相模原市総合計画を
中心とした市政運営の手
法として、施策評価と一体
化した総合計画の進行管
理・評価手法を確立し、施
策展開に寄与する。なお、
新・相模原市総合計画の
進行管理は、総合計画審
議会で行う。

総合計画に掲げた施策
のめざす姿・成果を効果
的・効率的に達成でき、
かつ、市民にわかりやす
く、満足度の高い市政運
営を展開できる。

平成22年度に総合計
画審議会で決定し、平
成23年度から新たな手
法を実施して、ＰＤＣＡ
サイクルを確立・推進
する。

企画財政局

完 了

完 了

完 了

完 了



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

平成24年度の取組内容・スケジュール

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標

43

【税務窓口の効率的な事
務執行体制の確立】
税務窓口について民間委
託や非常勤職員、再任用
職員等の活用を進める。

窓口業務の合理化・効
率化によるサービス向上
とともに、行政コストの削
減が図られる。

31

26

【随意契約ガイドラインの
策定と随意契約事務の改
善】
平成２２年度に契約規則
及びその運用を改正し、
随意契約ガイドライン（平
成２１年度策定）とともに施
行する。また、1者随契に
ついてはその理由を公表
する。

随意契約に係る事務手
続きについて、職員に対
して随意契約を行う場合
の法的根拠を意識付け
させることで、安易な随
意契約防止と手続きの
公平性・透明性がより一
層高まる。

平成２２年度に契約規
則及びその運用を改
正し、施行するととも
に、1者随意契約につ
いて、その理由を公表
する。

順次、窓口業務の民間
委託化等を実施する。

ー 企画財政局

45

【戸籍住民関連窓口サー
ビス業務の提供窓口の拡
大】
３区役所での土曜日開庁
を実施し、顧客主義の視
点に立った窓口サービス
体制を構築する。

政令指定都市への移行
に伴い、3区役所を同時
開庁することにより、市
民の利便性の向上が図
られ、市民の満足度が
高められる。

3区役所での土曜日開
庁を行う。

ー 市民局

企画財政局

効果額

企画財政局

22

【市民納得度調査の導入
検討】
施策の推進するための取
組み内容と、要した経費を
示して、取組みの充足感・
妥当性を問う納得度調査
の導入を検討する。

政策形成過程において
基礎的なデータとして市
民納得度調査結果を活
用することにより、市民
ニーズにより近い施策展
開が可能となる。

平成22年度に市民納
得度調査の方向性等
を決定する。

担当局
年次計画

進捗状況

教育局

ー 企画財政局

【情報システム業務】
ホストコンピュータを利用し
た業務システムの運用並
びにコンピュータ機器、
ネットワーク及びソフトウェ
ア等の管理業務の委託等
を進める。

業務の民間委託により、
行政コストの削減が図ら
れる。

平成23年度までに業
務の民間委託により、
職員定数を削減する。

39

【中学校給食調理業務】
旧相模原市、相模湖町及
び藤野町の中学校30校に
弁当併用デリバリー方式
の完全給食を導入するに
あたり、民間委託で実施す
る。

生徒の健康の増進や望
ましい食習慣が育成され
るとともに、業務の民間
委託により、行政コストが
削減される。

平成22年度から中学
校の完全給食の導入
を民間委託で計画的
に実施する。

完 了

完 了

完 了

完 了

完 了

完 了



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

進捗状況

市民局

担当局
年次計画

ー46

【窓口サービス業務の提
供の拡大】
町田市との間で「窓口サー
ビスの広域化」を図る協定
を締結し、住民票の写しや
戸籍謄抄本などについ
て、本市と町田市の市民
が相互の窓口で交付を受
けられるサービスを提供す
る。

証明書の広域交付を行
うことにより、両市の市民
の利便性の向上が図ら
れる。

平成２１年度に構築す
る仕組みに基づき、平
成２２年度から実施す
る。また、周辺市との取
組みについても検討を
行う。

47

【相模原市民ギャラリー事
務の効率化】
文化振興課と市民ギャラ
リーの事務取り扱いを見直
すとともに、市民ギャラリー
の専門性を高めることを目
指して、職員体制を見直
す。

美術専門員を配置する
ことで専門性が高められ
るとともに、常勤事務職
員を非常勤職員・再任
用職員化することによ
り、人件費の削減が図ら
れる。

平成22年度に市民ギャ
ラリーの職員体制を見
直す。

54

【庁内分権の進展による
管理部門の統合や縮小】
事業実施部門における自
主性・自立性の向上と責
任体制の確立、意思決定
や事業展開の迅速化と
いった局制導入の趣旨を
踏まえ、これらの実現に必
要となる権限について企
画部門との連携を図りつ
つ、庁内分権を推進し、適
宜、内部管理部門の職員
数の見直しを行う。

内部管理部門の職員数
を削減し、市民サービス
に直結する部門に職員
を配置することにより、市
民サービスの更なる向
上が図られる。

内部管理部門（総務局
及び企画市民局の企
画部・財務部）の職員
数を削減する。

53

市民局ー

総務局

総務局

達成目標

【新たな職員評価制度の
導入】
能力・業績が処遇・給与に
反映される新しい職員評
価制度を導入する。

評価を通じて、人材育成
への活用や資質の向上
を図ることで、より質の高
い行政サービスが提供
されるとともに職員の業
績や能力等の評価を、
給与上への処遇に反映
させることにより、職員の
更なるやる気の喚起及
び組織の活性化が図ら
れる。

評価結果を参考とした
給与上の処遇への反
映について、平成２１
年度から実施している
勤勉手当への反映に
引き続き、平成２３年度
から昇給への反映を実
施する。

－

－

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額No. 取組項目及び内容 見込まれる成果

完 了

完 了

完 了

完 了



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・基金積立て
・市民、事業者の自
主的取組の支援など
事業への充当

・基金積立て
・市民、事業者の自
主的取組の支援など
事業への充当

・基金積立て
・市民、事業者の自
主的取組の支援など
事業への充当

・基金積立て
・市民、事業者の自
主的取組の支援など
事業への充当

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標

Ａ評価項目（２０項目）
平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額 担当局
年次計画

進捗状況

3

【地球温暖化対策推進の
ための基金の活用】
地球温暖化対策を推進す
るため、平成２１年度に設
置する基金を活用し、市
民・事業者の自主的な活
動などに対する支援を実
施する。

健全な財政を保ちなが
ら継続的・安定的な財源
を確保することにより、市
民・事業者の自主的取
組や地域団体の活動な
どの支援・促進を通じ
て、中長期的視点に
立った地球温暖化対策
を推進することができる。

平成21年度に設置す
る基金を活用し、平成
23年度から事業への
充当を行う。

・基金積立て
・市民、事業者の自
主的取組の支援な
ど事業への充当

50,562千円 環境経済局

組織改正により原則全
ての課内室を廃止する
とともに職員6人以下の
小規模課（局総務室、
まちづくりセンター、相
模大野図書館、消防
署の査察指導課及び
東京事務所など政策
的な意図等により設置
を継続する課を除く）の
見直しを行う。

－ 総務局

59

【ネーミングライツの導入】
市で所有する施設等にス
ポンサー企業名等を付す
ネーミングライツを導入す
る。

安定的な財源の確保と
民間の資金・ノウハウ等
を活用した魅力的な施
設運営により、市民サー
ビスの向上が図られる。

ネーミングライツ導入
方針(案)に基づき、導
入施設の検討を行い、
平成22年度から導入を
進める。

55

【課内室・小規模課の整理
統合】
簡素で効率的な組織づく
りを進めるため、平成２２年
度組織改正において、特
定事業を除き、課内室及
び小規模課の整理統合を
進める。

簡素で効率的かつ機動
性の高い組織が構築さ
れる。

70

【土地開発公社保有土地
の取得計画の推進】
　「相模原市土地開発公
社健全化計画」に基づき、
①保有土地、②保有期間
５年以上の長期保有土
地、③供用済土地の簿価
総額を縮減する。

土地開発公社による先
行取得用地の解消が図
られ、市の債務負担が
軽減される。

①市の標準財政規模
に対する「保有土地の
簿価総額」の比率を低
減する。
②市の標準財政規模
に対する「保有期間５
年保有土地の簿価総
額」の比率を低減す
る。
③供用済土地の解消
を進める。

担当局
年次計画

進捗状況

企画財政局

企画財政局

完 了

完 了

完 了



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・拡充の検討 ・取組みの実践 ・取組みの実践

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 実施事項なし
・補助金の見直しの
実施

・補助金の見直しの
実施

・見直し結果の全庁
取りまとめ

・見直し結果の全庁
取りまとめ

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 進捗に遅れあり
・新体制の方向性の
決定
・新体制の概要の決
定

・関係機関との調整
・新体制の具体的内
容の検討

・新体制の具体的内
容の決定
・庁内合意
・予算要求

・新体制の立上げ準
備

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・改革プランに基づ
き、公益的法人等の
あり方の見直し

・改革プランに基づ
き、公益的法人等の
あり方の見直し

・改革プランに基づ
き、公益的法人等の
あり方の見直し

・改革プランに基づ
き、公益的法人等の
あり方の見直し

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・平成23年度分の調
査

・平成23年度分の調
査結果の分析

・委託料削減額につ
いてまとめ

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 実施事項なし

【市民協働による河川・道
路の環境維持の推進】
河川・道路の維持管理方
法に係る街美化アダプト制
度の導入拡大を図る。

地域住民の河川・道路
への関心が高まるととも
に、愛着心や美化意識
が向上する。

平成21年度に実施した
制度の周知や仕組み
の見直し・検討に基づ
き、平成22年度から制
度の充実と実践数の拡
大を図る。

拡充

・見直しの実施

－ 企画財政局

－ 都市建設局

・統廃合など見直し
の推進

－ 企画財政局12

【公益法人等のあり方の
見直し】
公益的法人等の有する
「公益性」、設立時の意義
等を検証し、廃止や統合
を含めた法人のあり方の
見直しを進める。

公益的法人等のあり方
の見直しを進めることに
より、効率的・効果的な
法人運営が図られる。

　（仮称）改革プランに
基づき見直しを実施す
る。

環境経済局

13

【（仮称）改革プランに基づ
く市からの委託の見直し】
公益的法人等へのすべて
の委託事業について、点
検・評価・検証を行い、市
からの委託の競争性をさら
に高めて、委託の適正化
を進める。

公益的法人等の自立と
活性化、財政運営や市
との関係の透明性の向
上が図られる。

平成24年度までに、公
益的法人等への委託
料を２割削減する。

11

【団体に対する新たな支援
策への転換（相模原市観
光協会）】
相模原市観光協会に対す
る市職員の関与を削減し、
専門性の高い民間活力の
導入による組織の自立化
と機能の強化を図り、収益
性のある事業を実施する
など、柔軟な展開ができる
体制づくりを支援する。

専門性・継続性のある
サービスの提供が可能と
なり、観光施策の推進に
よる観光客の増加や観
光消費額の増加に伴う
地域経済の活性化が図
られる。

平成23年度に新組織
の構築に向けた準備
事務を行い、平成24年
度中に新しい組織体
制を立ち上げる。

・新しい支援体制の
立上げ準備

－

補助金のあり方・採択基
準等が明確化するととも
に、見直しを行うことによ
る補助金制度の公平性・
透明性の一層の確保が
図られる。

平成22年度から、見直
し後の基準による補助
金の見直しを実施す
る。

・補助金の見直し
・全庁的な確認実施

89,704千円 企画財政局

4

8

【「補助金の見直し基準」
の見直し】
平成14年度に改定した現
行の「補助金見直し基準」
について、平成17年度か
ら実施した補助金等評価
委員会の提言を踏まえて
見直しを行う。
なお、見直し後の基準に
基づく補助金の見直しは、
各事業担当課が実施する
こととし、3年に1回程度全
体確認を行う。

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額
年次計画

進捗状況

担当局



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・平成23年度分の調
査

・平成23年度分の調
査結果の分析

・市補助金削減額に
ついてまとめ

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 実施事項なし

実施事項なし 実施事項なし 実施事項なし 実施事項なし
・派遣職員を導入（本
格）

・民間ノウハウを活用
した広報紙編集の実
施

・広報紙面編集民間
委託に伴う予算要求

・民間ノウハウを活用
した広報紙リニューア
ルの検討

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・計画的、段階的な民
間委託の検討、調整
・民間委託の適宜実
施

・計画的、段階的な民
間委託の検討、調整
・民間委託の適宜実
施

・計画的、段階的な民
間委託の検討、調整
・民間委託の適宜実
施

・計画的、段階的な民
間委託の検討、調整
・民間委託の適宜実
施

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・経過観察
・事業全体を総括し、
平成25年度以降の当
該事業のあり方を検
討する。

・実施校へのヒアリン
グ
・事業全体を総括し、
平成25年度以降の当
該事業のあり方を検
討する。

・実施効果の確認
・事業全体を総括し、
平成25年度以降の当
該事業のあり方を検
討する。

・事業全体を総括し、
平成25年度以降の当
該事業のあり方を検
討する。

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・25年度に委託する
相武台小給食室の新
築工事の進行管理

・25年度に委託する
相武台小給食室の新
築工事の進行管理

・25年度に委託する
相武台小給食室の新
築工事の進行管理

・相武台小給食調理
業務委託の入札

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

1,941千円

担当局

総務局

・紙面構成、編集作
業の見直し

教育局

2,834千円

・計画的、段階的な
民間委託の検討、調
整
・民間委託の適宜実
施

順次、民間委託を実施
する。

教育局

30

【一般ごみ収集業務】
一般ごみ収集業務の計画
的・段階的な民間委託に
取り組む。

業務の民間委託により、
行政コストの削減と行政
サービスの向上が図ら
れる。

計画的、段階的な民間
委託を実施する。

【広報関連業務】
「広報さがみはら」編集事
務及びその他の広報関連
業務について、民間委託
を実施する。

業務の民間委託により、
行政コストの削減が図ら
れるとともに、民間ノウハ
ウの活用により魅力的な
広報紙の編集が実現で
きる。

36

【小学校給食調理業務】
小学校給食調理業務につ
いて、原則として退職者不
補充とし、順次民間委託を
推進する。

業務の民間委託により、
行政コストを削減すると
ともに、低学年児童が給
食の運搬に係る作業の
軽減と安全確保が図ら
れる。

民間委託を計画的に
実施する。

・単独校化する大沼
小学校の小学校給
食調理業務を民間
委託により実施

37

【学校管理業務】
学校作業員の業務につい
て、退職者不補充を原則
とし、順次、民間委託を実
施する。

業務の民間委託により、
行政コストが削減される
とともに、学校の実情に
あった業務を行うことが
できる。

・1校実施

38

平成24年度までに、広
報紙編集業務等へ派
遣職員を導入して正規
職員の定数を削減す
る。

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額
年次計画

進捗状況

93,195千円 環境経済局

21,189千円

達成目標No. 取組項目及び内容 見込まれる成果

公益的法人等の自立と
活性化、財政運営や市
との関係の透明性の向
上が図られる。

平成24年度までに、公
益的法人等に対する
市補助金を２割削減す
る。

・見直しの実施

－ 企画財政局

25

【事務改善提案制度の見
直し】
これまでの褒章制度に基
づく事務改善提案制度に
代わり、職員の提案が着
実に反映される新たな仕
組みを構築する。

改善提案の実現率を高
めることにより、事務効率
化に伴う経費の削減と市
民サービスの向上が図
られる。

平成22年度に制度を
見直し、平成23年度か
ら実施する。

・新制度の運用開始

－ 企画財政局

15

【（仮称）改革プランに基づ
く市からの補助金の見直
し】
公益的法人等に対する市
補助金について、その必
要性、公益性について点
検・評価・検証を行い、適
正な補助金の執行を行う。



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・委託業者の選考 ・委託業者の選考 ・窓口業務委託の実
施

・窓口業務委託の実
施

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・具体的事業の継続
検討
・決定済事業の実施
・推進体制による進捗
管理

・具体的事業の継続
検討
・決定済事業の実施

・具体的事業の継続
検討
・決定済事業の実施

・具体的事業の継続
検討
・決定済事業の実施

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・平成24年度視聴件
数の集計及び検証

実施事項なし 実施事項なし 実施事項なし 予定通り進捗
・保育ボランティアの
連携の構築（全公民
館に保育ボランティア
が設置されたため取
組の必要がなくなっ
た。）

・保育ボランティアの
連携の構築（全公民
館に保育ボランティア
が設置されたため取
組の必要がなくなっ
た。）

・保育ボランティアの
連携事業実施方法の
検討（全公民館に保
育ボランティアが設置
されたため取組の必
要がなくなった。）

・保育ボランティアの
連携事業実施方法の
検討（全公民館に保
育ボランティアが設置
されたため取組の必
要がなくなった。）

未着手 未着手 未着手 未着手
・支援策の実施 ・支援策の実施 ・支援策の実施 ・支援策の実施

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

【インターネットによる市議
会委員会中継】
市議会本会議中継（平成
17年6月開始）に加え、常
任委員会等についても議
会ホームページ上で閲覧
できるようにする。

議会活動をより広く、多く
の市民へ公開し、議会
及び市政への関心、理
解を深める。

平成23年度からイン
ターネットによる委員会
中継を実施する。

・導入効果の検証

【公民館事業参加者への
保育サービスの拡充】
公民館における保育体制
の整備を図り、子どもを持
つ市民が公民館の主催事
業やサークル活動に参加
しやすい環境を整える。

子育てをしながら、生涯
学習活動の参加機会の
拡大されるとともに、保
育ボランティアの活動の
場を設けることで、地域
住民の社会参画の機会
と地域連携の拡大が図
られる。

平成22・23年度の保育
ボランティア育成及び
グループ化に向けた研
修・講座の開催、組織
化を進め、平成24年度
未設置公民館への他
公民館のグループとの
連携を構築する。

・ボランティアグルー
プ未組織の公民館と
組織化された公民
館との連携を構築

57

【企業立地の促進並びに
工業用地の保全及び創
出】
新たな産業集積促進方策
（新STEP50)に基づき、新
たな都市づくりの拠点への
企業立地促進をはじめ、
市内３０年立地企業の増
改築促進、既存工業用地
の継承、工業系地区計画
の導入促進などに取組
む。

担当局

3,117千円 教育局

環境経済局

40

【図書館業務】
図書館窓口業務の非常勤
化及び民間委託を拡大す
る。

非常勤化及び民間委託
により、行政コストの削減
と民間のノウハウを活用
した各種事業の開催な
ど更なる行政サービスの
向上が図られる。

平成24年度から市立
図書館の窓口業務委
託を実施する。

－ 教育局

42 議会局

48

・市立図書館委託実
施
・庁内検討委員会に
よる受託者の業務評
価
・委託実施済の図書
館のモニタリング

見込まれる成果 達成目標

平成24年度の取組内容・スケジュール

年次計画
進捗状況

より強固な産業集積基
盤を形成する。

効果額

・支援策の実施

34,232千円

先端産業の集積促進や
既存工業用地の保全活
用を図ることにより、市内
産業の活性化と雇用創
出、ひいては長期的視
点での税収増が図られ
る。

－

No. 取組項目及び内容

41

【情報マネジメント推進計
画の推進】
「情報マネジメント推進計
画」を推進するための具体
的事業を平成22年度に決
定し、「利便・活力・効率」
の向上を図る。

市民の視点に立った情
報の効果的活用を行うこ
とにより、「市民の利便、
地域の活力、行政の効
率」の向上を図ることが
できる。

「情報マネジメント推進
計画」に設定する成果
指標の中間目標（平成
24年度）を達成する。

・具体的事業の実施

－ 企画財政局



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・組織のあり方の検討
（対象債権の抽出、
反対給付・情報共有
化の整理等）
・組織、職員定数要
求

・組織のあり方の検討
（対象債権の抽出、
反対給付・情報共有
化の整理等）

・組織のあり方の検討
（対象債権の抽出、
反対給付・情報共有
化の整理等）

・内容を踏まえた組織
設置に向けた具体的
準備

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・条例の施行
・条例に基づいた事
務を行うことにより、債
権管理の適正化を図
る。

・条例に基づいた事
務を行うことにより、債
権管理の適正化を図
る。

・条例に基づいた事
務を行うことにより、債
権管理の適正化を図
る。

・条例に基づいた事
務を行うことにより、債
権管理の適正化を図
る。

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・金融機関協議
・条例及び関連規
則、規定の調整

・システム一部稼動
（予算編成）
・職員研修
・部会又は全員協議
会による議会説明

・企業会計予算編成
・特別会計設置条例
上程

・関連規則、規定の
改正
・職員研修
・打切り決算
・システム稼動
・出納取扱金融機関
の指定

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・庁内における提言
書の検討
・協働運営団体と運
営体制の検討

・平成25年度予算へ
の反映の検討

・協働運営団体と運
営体制の検討

・協働運営団体と運
営体制の検討

予定通り進捗 予定通り進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

No.

2

【市民活動サポートセン
ターの機能強化】
市民活動関係者等で構成
する「（仮称）市民活動サ
ポートセンターあり方検討
委員会」を設置し、今後の
市民活動サポートセンター
に求められる役割と機能
について方向性を検討
し、それに基づき市民活
動サポートセンターの機能
強化を行う。

市民活動サポートセン
ターのさらなる機能強化
を行うことにより、市民活
動の積極的な展開が図
られる。

平成22年度に検討委
員会を設置し、平成23
年度（６月）に報告書を
まとめて、平成24年度
からのサポートセン
ターの運営に反映す
る。

達成目標
年次計画

取組項目及び内容 見込まれる成果

Ｂ評価項目（１３項目）

68

【下水道事業への地方公
営企業法の適用】
公共下水道、市設置高度
処理型浄化槽、農業集落
排水施設の各事業につい
て、企業会計方式を導入
する。

財務状況の透明化、統
一的な経営指標による
経営分析、事業評価を
通じて、使用料算定の
明確化、内部留保資金
の確保が図られるととも
に、コスト意識の向上と
経営の改善が推進され
る。

達成目標

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額 担当局

平成24年度までに債
権管理条例を制定す
る。

・「（仮称）収納対策
課」設置
・取組みの実践

－

年次計画

・条例の制定

－

効果額 担当局

都市建設局

－ 市民局

見込まれる成果

64

【諸収入金の徴収強化】
諸収入金に係る債権管理
条例を制定し、市税以外
の諸収入金の徴収を強化
する。

督促、強制執行、債権
放棄等について規定し
た債権管理条例を制定
することにより、諸収入
金の徴収が強化されると
ともに公平性が確保され
る。

63

【収納業務の一元化】
諸収入金の徴収強化を中
心とした「（仮称）収納対策
課」を設置する。

企画財政局

・固定資産調査、評
価
・システム構築
・条例・規定等の制
定、改正
･会計制度見直し対
応

企画財政局

－

No. 取組項目及び内容

進捗状況

・新体制の検討

進捗状況

平成25年度から地方
公営企業法の財務規
定等を適用し、企業会
計方式を導入する。

平成24年度の取組内容・スケジュール

効率的で効果的な徴収
事務が適正に執行さ
れ、収納力が強化され
る。

平成24年度までに
「（仮称）収納対策課」
を設置する。



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・広報さがみはら掲載
・市ホームページへ
掲載
・普通救命講習会Ⅰ
の開催
・普通救命講習会Ⅲ
の開催
・上級救命講習会の
開催
・救命入門コースの開
催

・普通救命講習会Ⅰ
の開催
・普通救命講習会Ⅲ
の開催
・上級救命講習会の
開催
・救命入門コースの開
催

・応急手当普及員養
成講習会の開催
・救急フェアの開催
・普通救命講習会Ⅰ
の開催
・上級救命講習会の
開催
・救命入門コースの開
催

・普通救命講習会Ⅰ
の開催
・普通救命講習会Ⅲ
の開催
・上級救命講習会の
開催
・救命入門コースの開
催

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

・研修の実施準備 ・地域政策担当研修
及び報告会の実施
・研修の実施

・研修の実施
・事例集の作成

・取組みの検証

予定通り進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 予定通り進捗
・平成23年度分の調
査

・平成23年度分の調
査結果の分析

・委託料削減額につ
いてまとめ

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 実施事項なし
・（仮称）都市経営戦
略委員の設置に関す
る再検討

・（仮称）都市経営戦
略委員の設置に関す
る再検討

・検討に基づいた体
制の整備

・施策反映

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 未着手 未着手
・ＰＰＰの活用指針と
合わせて庁内意思決
定

・制度周知 ・制度周知

実施事項なし 未着手 未着手 未着手

担当局

市民局

14

【（仮称）改革プランに基づ
く公益的法人等の再委託
の検証】
市発注の公益的法人等に
よる業務委託に係る再委
託について、点検・評価・
検証を行い、必要に応じ
て、市からの直接発注や
委託先である公益的法人
等で実施する競争入札を
推進する。

公益的法人等の自立と
活性化、経費の節減が
図られる。

平成24年度までに、公
益的法人等による再委
託の割合を２割削減す
る。

・見直しの実施

－ 企画財政局

企画財政局

効果額
年次計画

進捗状況

【民間活力活用導入後の
評価システムの構築】
民間活力を活用している
事業について、費用対効
果、成果達成状況、運営
状況の適否等を客観的に
評価するシステムを構築
する。

適切な事業実施による
経費削減と市民サービ
スの向上が図られる。

平成23年度までにモ
デル実施を行い、平成
24年度から本格導入
する。

・本格実施

－ 企画財政局

10

【団体に対する新たな支援
策への転換】
地域住民自らのまちづくり
を促進するための「地域政
策形成能力」の向上を目
的として、市職員が地域活
動に参加する体験型・課
題解決型研修を実施す
る。

地域課題に応じた解決
策の支援を担う職員を
養成することにより、地
域活動の活性化、地域
主体のまちづくりの促進
が図られる。

24

平成22年度に提案や
意見を各局の施策判
断に活用できるシステ
ムを構築し、翌年度予
算に反映する。

地域住民の声を反映し
て地域の活性化支援
や市民協働で進める
施策を推進する職員を
養成するための研修等
を実施するとともに、報
告会の実施、自治会活
動事例集の作成によ
り、ノウハウを蓄積し、
周知する。

他分野の専門家や民間
経営者からの意見を取り
入れることにより、行政の
発想にとどまらない幅広
い視野からの都市経営
が可能となる。

【新たな政策決定支援体
制の導入・活用】
新たに政策決定支援の組
織体制を整備し、本市の
将来像の検討や都市経営
上の課題の解消を行うとと
もに、施策に反映させるシ
ステムを構築する。

29

・研修の実施
・報告会
・事例集の作成
・取組みの検証
・地域政策担当研修
の実施 －

－

・施策反映

5

【応急手当の普及啓発】
効果的な広報方法を検討
し、市民に対し応急手当
の必要性と救命講習への
参加を呼びかけるととも
に、応急手当普及員の養
成と、養成した応急手当普
及員を講師として活用する
ことで、より多くの市民が、
救急現場に居合わせた際
に、応急手当を実践できる
ようにする。

達成目標

平成24年度の取組内容・スケジュール

消防局

応急手当普及員の拡充
と活用により、市民参加
の機会が増加するととも
に、バイスタンダーの応
急手当が、救命率の向
上に大きく寄与すること
から、社会復帰する市民
の増加が見込まれる。

平成24年度までに、バ
イスタンダーの心配停
止患者に対する応急
手当実施率を40％以
上にする。

No. 取組項目及び内容

・効果的な広報の実
施
・応急手当普及員の
拡充と活用
・取組みの検証

－

見込まれる成果



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・検討体制の整備
・検討

・検討 ・関係課による打ち合
わせ（5回開催）

・見直し検討結果のま
とめ

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり
・職員配備体制の見
直しの検討及び調整

・関係機関との調整 ・説明会

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 実施事項なし 進捗に遅れあり
（当麻地区）
・準備組合支援（宿地
区区画整理エリア）
・合意形成支援等（谷
原、市場等）
(川尻大島界地区)
・本同意収集、組合
設立認可準備
・合意形成支援

（当麻地区）
・準備組合支援、本
同意取得（宿地区区
画整理エリア）
・合意形成支援等（谷
原、市場等）
・後続地区の関係機
関協議
(川尻大島界地区)
・本同意収集、組合
設立認可準備
・合意形成支援

（当麻地区）
・市街化区域編入（宿
地区区画整理エリア、
地区計画エリア）
・組合設立認可（宿地
区区画整理エリア）
・合意形成支援等（谷
原、市場等）
・後続地区の関係機
関協議
(川尻大島界地区)
・組合設立認可　・合
意形成支援

（当麻地区）
・組合支援等（宿地区
区画整理エリア）
・合意形成支援等（谷
原、市場等）
・後続地区の組合設
立認可準備
(川尻大島界地区)
・技術支援　・事業指
導

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・導入を検討する施
設の所管課に対し、
適宜指導を行う。

・導入を検討する施
設の所管課に対し、
適宜指導を行う。

・導入を検討する施
設の所管課に対し、
適宜指導を行う。

・導入を検討する施
設の所管課に対し、
適宜指導を行う。

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
（収納率向上対策）
・差押執行通知の発
送
・休日納税相談の実
施

（収納率向上対策）
・差押執行通知の発
送
・休日納税相談の実
施

（収納率向上対策）
・滞納処分研修の実
施
・給与差押等の実施
・差押執行通知の発
送
・休日納税相談の実
施

（収納率向上対策）
・給与調査等の実施
・差押執行通知の発
送
・休日納税相談の実
施

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標

－

年次計画

【国民健康保険事業特別
会計の健全化】
保険税収納率の向上対策
や適切な保険税率の設定
に努める。

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額 担当局

市民局

・保険税率の見直し
に向けた検討

平成22年度中に３区役
所における効果的な窓
口体制についての検
討を行い、24年度から
導入する。

平成22年度から検討を
行い、平成23年度以降
の実践を目的とする

No.

60

【行政財産の貸付（自動販
売機・動画モニター）】
平成21年度導入する動画
モニター広告事業の対象
施設の拡大を検討するとと
もに、公募等による自動販
売機設置を推進する。

行政財産の貸付により、
貸付料の収入増が図ら
れる。

平成21年度に構築す
る仕組みに基づき、動
画モニター広告事業に
ついては平成21年度
から、自動販売機につ
いては平成22年度から
公募等の手法で実施
する。

・検討結果の反映

67

保険税収納率向上対
策の実施と、隔年で保
険税率の見直しを実施
する。

・導入

－

【区役所窓口業務】
３区役所区民課での効果
的な窓口体制の構築

民間委託や専門職員の
活用により、業務の専門
性が高められるとともに、
サービスの向上が図ら
れる。

保険税収入の確保及び
税負担の公平性が図ら
れることにより、一般会
計からの繰入金が抑制
され、国民健康保険事
業特別会計の健全化が
図られる。

進捗状況

44

・取組みの実践

－ 危機管理局

・組合設立の準備を
進め、組合設立・市
街化区域編入

－

健康福祉局

企画財政局5,606千円

56

【発災時非常配備体制の
充実】
全市的な地震災害を想定
し、再任用職員等を非常
配備体制に組み入れる仕
組みを構築し対応する。

災害時における市の非
常配備体制の充実が図
られる。

都市建設局58

【産業用地の早期創出】
さがみ縦貫道路の（仮称）
相模原、（仮称）城山イン
ターチェンジ開設を踏ま
え、産業用地の早期創出
を図る。

産業用地の早期創出が
図られ、市内産業の活
性化と雇用の創出により
税収増が図られる。

平成21年度に事業手
法を検討・確立し、早
期の事業着手を目指
す。



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・新たな処分計画に
基づく売却土地の処
分条件の整理

・新たな処分計画に
基づく売却土地の処
分方法の検討

・新たな処分計画に
基づく売却土地の処
分方針の決定

・新たな処分計画に
基づく売却処分の実
施
・契約、引渡し
・移転登記

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり
・一般公表事前準備
・一般公表の周知

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地
の選定及び地域住民
への依頼
・地域住民による自主
的な管理

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地
の選定及び地域住民
への依頼
・地域住民による自主
的な管理

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地
の選定及び地域住民
への依頼
・地域住民による自主
的な管理

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・提案型公共サービ
ス民営化制度に関す
る庁内検討（ＰＰＰ活
用指針に掲載）

・ＰＰＰ活用指針の策
定

・提案型公共サービ
ス民営化制度の実施
検討

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 実施事項なし 未着手
・庶務事務システム調
達に向けた検討、設
計作業

・庶務事務システム調
達に向けた設計作業

・庶務事務システム調
達に向けた設計作業

・庶務事務システム調
達に向けた設計作業
・システム導入後にお
ける事務委託化の検
討

未着手 未着手 未着手 進捗に遅れあり
・国の制度改正や本
市の待機児童対策等
を踏まえた方針の検
討

・国の制度改正や本
市の待機児童対策等
を踏まえた方針の検
討

・庁議による方針の決
定

・方針に沿った取組
み

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 未着手 未着手

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額
年次計画

進捗状況

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果

進捗状況

達成目標

平成24年度の取組内容・スケジュール

都市建設局72

【低未利用資産の活用】
道路残地の管理の一元化
及び処分、活用の促進を
図り、活用が困難な箇所
は、適地を選びアダプト制
度を利用した地域住民に
よる管理を促進する。

・一般公表の実施
・アダプト制度候補
地の選定及び地域
住民への依頼
・地域住民による自
主的な管理

234,379千円

企画財政局

平成２４年度までに全
用地を処分する。

・売却処分の実施

担当局
年次計画

効果額

達成目標 担当局取組項目及び内容 見込まれる成果

道路残地の現況等を把
握し、処分・活用方針を
確立するとともに、管理
体制を一元化することに
より、資産の適正管理や
有効活用が図られる。ア
ダプト制度を利用した場
合には、地域の資産とし
て、地域住民の愛着心
や責任感が創出できる
ほか、管理費のコスト縮
減が図られる。

平成22年度から一般
公表による売払いと非
一般公表地は地域住
民による自主的な管理
を実施する。

－

【新たな民間活力の活用
方策の導入】
民間に委ねるべき事業に
ついて、提案型公共サー
ビス民営化制度等の検討
を行い、最も効果的な手
法を導入する。

民間活力を活用すること
により最適な公共サービ
スの担い手の見直しが
図られる。

Ｃ評価項目（３項目）

未利用地化している資
産の有効活用が図られ
る。

71

【代替地の処分計画の推
進】
「相模原市土地開発公社
健全化計画」に基づき、代
替地の処分計画を推進
し、代替地の積極的な売
却処分を行う。

No.

健康福祉局

平成22年度中に、手法
導入によるメリットや課
題について検討し、平
成23年度に活用指針
を策定し、移行順次導
入を図る。

・行政評価の実施
・提案型公共サービ
ス民営化制度等の
本格導入

－ 企画財政局

32

【庶務事務】
各部・各課に共通した庶
務事務（服務事務、旅費
支給事務等）及び給与支
給事務（各手当認定、年
末調整等）について、可能
な業務の民間委託を実施
する。

総務局－

平成21年度実施の公
立保育所あり方の検討
結果に基づき、推進す
る。

・民営化方針の検討
・方針に沿った取組
み

－

業務の民間委託により、
業務の効率化を進め、
行政コストの削減が図ら
れる

平成23年度中に庶務
事務及び給与支給事
務の委託可能な業務
の民間委託等を実施
する。

・庶務事務システム
調達に向けた検討、
設計作業
・システム導入後に
おける事務委託化
の検討

27

33

【公立保育所の民営化】
「公立保育所活性化・民間
移管計画」に基づく４園目
の民営化を実施するととも
に、公立保育所の新たな
民営化を推進する。

民営化により生じる人
材、財源の有効活用と
民間ノウハウの活用によ
るサービス向上が図られ
る。



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・庁内検討 ・例規等改正 ・市民周知・業務調整 ・市民周知・業務調整

予定通り進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり
(駐車場等）
・検討、課題整理

(駐車場等）
・検討、課題整理

(市営住宅)
・自動販売機設置調
整
(駐車場等）
・対象施設の選定
・公募基準策定
・業者選定準備

(市営住宅)
・自動販売機設置開
始
(駐車場等）
・事業者・広告主募集
・広告設置開始

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

　　　　さがみはら都市経営ビジョン・アクションプラン　委員会管理項目（17項目）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・平成２４年度予算に
おける事業仕分け対
象事業の状況公表

・反映状況調査

予定通り進捗 実施事項なし 実施事項なし 予定通り進捗
・各局アクションプラン
推進会議、幹事会開
催による平成２３年度
の進行管理の実施

・各局推進主任による
四半期状況の確認

・各局アクションプラン
推進会議・幹事会開
催による平成２４年度
上半期の進行管理の
実施

・各局推進主任による
四半期状況の確認

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・（仮称）公共施設の
保全・利活用基本指
針の策定体制の構築

・（仮称）公共施設の
保全・利活用基本指
針の策定の推進

・（仮称）公共施設の
保全・利活用基本指
針の策定の推進

・（仮称）公共施設の
保全・利活用基本指
針の策定の推進

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

企画財政局7

【事業仕分けの実施】
行政サービスの必要性や
実施主体を議論する事業
仕分けを実施し、行政の
活動範囲の適正化及び明
確化を図る。

・施策反映

16,914千円

行政の活動範囲の適正
化及び明確化を図ること
で、行政活動に本来必
要な事業に資源を集中
することが可能となる。

平成22年度中に事業
仕分けを実施し、可能
なものから平成23年度
以降の施策に反映す
る。

・新体制によるアク
ションプランの推進と
進行管理

達成目標
平成24年度の取組内容・スケジュール

Ａ評価項目（９項目）

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果

企画財政局－

各局の取組みを明確化
することで、全庁の都市
経営意識が高められる。

平成22年度に局制を
活用したアクションプラ
ンの進行管理体制を
構築し、より効果的な
都市経営推進体制を
構築する。

企画財政局

23

【局制を活用した効果的な
都市経営の推進】
効果的な都市経営を推進
するため、各局に（仮称）
アクションプラン推進会議
を設置する。

効果額 担当局年次計画
進捗状況

49

【（仮称）公共施設白書の
作成と施設の適正配置の
検討】
市民が利用する公共施設
の現状を（仮称）公共施設
白書として作成し、白書に
基づき、公共施設の適正
な配置・管理・運営等の検
討を進める。

白書に基づき、公共施
設の現状分析・把握を
することで、より効率的な
管理運営や適正な配置
への活用が図られる。 －

平成23年度に（仮称）
公共施設白書を作成
し、以降施設の適正配
置等の検討を行う。

・（仮称）公共施設の
保全・利活用基本指
針の策定の推進

都市建設局

取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額 担当局
年次計画

進捗状況

教育局

－62

【市営住宅敷地、道路・駐
車場施設等の有効活用の
推進】
市営住宅敷地や道路・駐
車場施設等への公告・自
動販売機の設置などにより
増収を図る。

公有財産の有効活用に
より、収入増が図られる。

平成２１～２３年度に対
象施設を選定し、平成
２３年度以降順次実施
する。

・自動販売機設置・
広告等の拡大

51

【スポーツ施設における市
民サービスの統合化】
合併により、地域や施設で
異なるスポーツ施設の管
理方法と減免制度につい
て、統合化を図る。

全市的視点での一定の
サービス提供が図られ
る。

平成24年度に、全市的
に統合された適正な料
金とサービスを提供す
る体制を確立する。

・全市的に統合され
た適正な料金とサー
ビスを提供する体制
を確立

－

Ｄ評価項目（２項目）

No.



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・「さがみはら児童厚
生施設計画」に基づ
いた各事業の実施

・「さがみはら児童厚
生施設計画」に基づ
いた各事業の実施

・「さがみはら児童厚
生施設計画」に基づ
いた各事業の実施

・「さがみはら児童厚
生施設計画」に基づ
いた各事業の実施

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・Ｈ25年度の組織・職
員体制に関する考え
方の提示
・Ｈ25年度職員体制
の調査

・Ｈ25年度職員体制
の査定

・Ｈ25年度職員体制
の査定結果通知
・査定結果に基づき、
各局内での最終調整

・Ｈ25年度職員体制
の内示

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
（利用実態の分析）
（事業採算性の検討）
・無料対象者の範囲
・無料時間
・対象駐車場

（具体的導入方法の
検討）
・関係機関との協議
・庁内各課との調整

（具体的導入方法の
検討）
・関係機関との協議
・庁内各課との調整
（取組み方針の決定）

・平成２５年度の導入
に向けて庁議に付議

予定通り進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗 予定通り進捗
・前年度市債借入
・当年度市債発行準
備

・当年度市債発行額
の管理・検討
・翌年度以降発行額
及び各種指標の推計

・当年度市債発行額
の管理・検討（更新）
・翌年度以降発行額
及び各種指標の推計
（更新）

・当年度市債発行額
の調整・確定
・翌年度以降発行額
及び各種指標の推計
（更新）

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

・新しい運営体制の
導入

23,593千円

61

【行政財産の貸付（市役所
周辺駐車場）】
市役所周辺の公共施設駐
車場の管理運営に民間活
力を活用（貸付）して、土・
日・夜間等空き時間の有
効活用などを行うことで増
収を図る。

行政財産の貸付により、
貸付料の収入増が図ら
れるとともに、管理運営
経費の節減が図られる。

平成21年度に実施した
調査・検討を踏まえ、
事業の有効性や事業
スケジュールも併せて
検討する。

・利用実態調査に基
づく取組み方針の推
進

－ 企画財政局

企画財政局

－ 総務局

50

【児童厚生関連施設のあ
り方の見直し】
放課後子ども教室事業と
放課後児童クラブ事業、ま
た、こどもセンターと児童
館は、子どもたちの居場所
としての機能が重複する部
分があることから、その役
割について見直しを行い、
望ましい児童厚生施設の
あり方を検討する。

65

【市債発行に関する制限
値の設定】
建設に係る市債、臨時財
政対策債を発行抑制の対
象とし、市債の発行限度
額と実質公債費比率によ
る発行抑制を行う。なお、
平成23年度以降の発行限
度額の設定は平成22年度
に、新・相模原市総合計
画の実施計画の内容及び
政令指定都市移行後の標
準財政規模等の推移を見
極め、設定を行う。

次の世代に過重な負担
を残さず、また、弾力的
な財政運営を持続でき
る。。

平成23年度から平成
25年度までの３年間で
の市債発行額を1,000
億円以内とする。
実質公債費比率は８％
以内とする。

・目標値に基づく市
債発行の管理

52

【職員数の適正管理】
市民ニーズへの的確な対
応と質の高い行政サービ
スの提供に必要な人員を
確保し、併せて事務事業
の見直しや組織の再編等
を行い、職員数の適正な
管理を進める。

「最少の経費で最大の
効果」の理念に基づき、
職員数を適正に管理す
ることで、より効率的な行
政運営が達成される。

職員体制の検証の結
果を踏まえるとともに、
地方への事務・権限の
移譲の動向を見きわ
め、平成23年度以降の
人員配置に反映する。

・職員体制の検証
・検証結果の反映

効果額 担当局

健康福祉局

－

年次計画

機能が重複する部分の
見直しを行うことにより、
児童厚生施設の効果
的・効率的な運営が図ら
れる。

平成24年度に新しい
運営体制を導入。

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標
平成24年度の取組内容・スケジュール

進捗状況



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・アクションプラン推進
幹事会、経営評価委
員会へ検証結果を報
告

・見直し事業及び見
直し方針の決定

・事業所管課による見
直し
・見直し可能な事業
は、次年度予算に反
映

・事業所管課による見
直し
・見直し可能な事業
は、次年度予算に反
映

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
・目標の周知 ・取組状況の把握

予定通り進捗 実施事項なし 実施事項なし 予定通り進捗

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・法改正を踏まえた施
設配置計画及び運営
主体の検討
　併せて療育セン
ター再整備計画案策
定作業実施

・法改正を踏まえた施
設配置計画及び運営
主体の検討
　併せて療育セン
ター再整備計画案策
定作業実施

・まとめた素案につい
て審議会等への意見
聴取の実施
・庁議（関係課長会
議）
の実施

・庁議（局経営会議）
の実施
・計画素案の意思決
定

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 進捗に遅れあり
・関係団体との調整 ・関係団体との調整 ・関係団体との調整 ・関係団体との調整

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

市民局

－

・検討結果に基づく
運営形態の導入準
備

－

－ 企画財政局

平成21年度の、本市療
育支援体制における
陽光園の役割・機能の
整理、今後の管理・運
営方法の検討に基づ
き、平成２２年度に、外
部委員を入れた検討
委員会で、陽光園の機
能や運営方法につい
て検討を行い、方向を
明示する。

・　基本的な方向性
の具体化に向けて
の内容検討及びまと
め

進捗状況

平成22年度に運営形
態を検討する。

健康福祉局

達成目標
平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額

－ 健康福祉局

担当局年次計画

・取組みの実施

34

【陽光園のあり方の検討】
今後陽光園が果たすべき
役割と機能を整理し、それ
を踏まえて民間活力導入
について検討を行う。。

平成22年度に決定する
方向性を受け、明示す
る。

適切かつ確実なサービ
スを継続的に提供でき
る。

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果

35

【斎場の運営形態の検討】
より適切かつ確実なサービ
スを提供するため、斎場の
運営形態を検討する。

Ｂ評価項目（２項目）

69

【一般会計からの負担基
準の明確化と特別会計健
全化の推進】
受益者負担の基準の見直
しを通じて、特別会計への
一般会計からの負担基準
を明確化するとともに、特
別会計全般について健全
化に向けた取組みを実施
する。

特別会計としての独立
採算でまかなうべき範囲
が明らかになり、特別会
計の健全化が図られる。

平成22年度に負担基
準を明確化し、各特別
会計における健全化
目標を定める。

66

【市単独事業等の扶助費
の見直し】
各扶助費について、対象
者の所得要件や単価設定
等、必要に応じた見直しを
行う。

扶助費全般を検証する
ことにより、より必要性の
高い事業への財源の割
り振り等、効果的な扶助
制度が確立される。

平成23年度から市単
独事業等の扶助費の
見直しの取組みを実施
する。

見込まれる成果 達成目標
平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額 担当局年次計画
進捗状況

・見直し事業の決定
・事業所管課による
見直し
・次年度予算への反
映

No. 取組項目及び内容



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・所管課への調査結
果の分析

・基準案について関
係課との庁内調整
・基準の策定

・所管課と団体での見
直し協議

・所管課と団体での見
直し協議
・経営評価委員会か
ら所管課への意見聴
取

予定通り進捗 未着手 未着手 未着手
・新たな受益者負担
の基準策定庁内手続
き
・パブリックコメントの
実施

・新たな受益者負担
の基準策定

・見直しの実施

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 実施事項なし

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（新たな受益者負担
の基準の策定後、見
直しの作業実施）

実施事項なし 未着手 実施事項なし 実施事項なし
・利用料金制導入施
設所管課における料
金見直し作業

・料金見直し条例案
を庁議で審議
・料金見直し条例案
部会説明

・料金見直し条例案
を庁議で決定
・料金見直し条例議
案議会提出

実施事項なし 進捗に遅れあり 未着手 未着手

・利用料金の見直し
実施

－

受益と負担の適正化が
図られるとともに、指定
管理者の経営努力のた
めの選択肢が広がり、指
定管理者制度の活性
化、市民サービスの向上
が図られる。

平成23年度中に見直
しの基準を策定し、平
成24年度に公募を行う
施設から順次見直しを
実施する。18

【利用料金見直し基準の
策定による指定管理者制
度の活性化】
指定管理者導入施設で利
用料金制を採用している
施設において、利用料金
の上限額を適正に見直
す。

－ 企画財政局

企画財政局

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標
平成24年度の取組内容・スケジュール

17

【使用料・手数料の定期見
直し】
平成22年度に策定する
「受益者負担の基準」に従
い、使用料・手数料の定期
見直しを行う。

サービスの公益性・選択
性を踏まえた受益者負
担の基準を満たす料金
を設定することで、受益
と負担の適正化が図ら
れる。

平成23年度に手数料
の見直し、平成24年度
に使用料の見直しを実
施する。

・使用料の見直し

・見直しの実施

－ 企画財政局

・経営評価委員会に
よる進行管理の実施

Ｄ評価項目（４項目）

9

【関与の基準による団体
事務局事務の適正化の実
施】
新たに策定する基準に従
い、行政の団体事務局事
務関与を縮小することによ
り、団体事務局事務の適
正化を促進する。

基準に基づき、行政の
関与の適正化が図られ
る。

16

年次計画
進捗状況

効果額 担当局
年次計画

進捗状況

担当局

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額

【受益者負担の基準の明
確化】
「受益者負担のあり方の基
本的な考え方」を見直し、
「受益者負担の基準」をよ
り明確化することで、負担
の適正化を図る。

基準を明確化すること
で、受益者が負担すべ
き行政サービスを明らか
にし、サービスの受益者
と非受益者との公平性を
確保する。

平成22年度に基準を
明確化する。

平成22年度に基準を
策定し、以降経営評価
委員会による進行管理
を実施する。

Ｃ評価項目（２項目）

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標

－ 企画財政局



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実施事項なし 実施事項なし 実施事項なし 実施事項なし
・素案についての課
内協議
・方針に関する庁内
協議

・活用方針の決定 ・活用方針に基づく活
用事業の検討

・活用方針に基づく活
用事業の検討

進捗に遅れあり 未着手 未着手 未着手

企画財政局

・ＰＰＰの活用による
新たな取組みの実
施

－

平成24年度の取組内容・スケジュール

効果額
年次計画

進捗状況

28

【パブリック・プライベート・
パートナーシップ（ＰＰＰ）
の導入に関する活用指針
の策定】
現行及び新規の公共サー
ビス等について、ＰＰＰによ
る新たな手法の導入を進
めるため、活用方針を策
定する。

競争原理の導入を通じ
た効率的な投資・運営
が図られることによって
財政負担が軽減される。
また、民間主体のノウハ
ウ・創意工夫・柔軟性等
を活用することで、市民
ニーズに即したサービス
水準の向上が図られる。

平成22年度中に手法
導入よるメリットや課題
について検討し、平成
23年度に活用方針を
策定し、以降順次導入
を図る。

No. 取組項目及び内容 見込まれる成果 達成目標

19

【新たな受益者負担の導
入】
平成22年度に策定する
「受益者負担の基準」に基
づき、新たに受益者負担
を導入する行政サービスと
実施のプロセスを明らかに
する。

新たな受益者負担を導
入することで、受益と負
担の適正化が図られる。

平成23年度に受益者
負担の導入を進める取
組みの順位を決定し、
平成24年度以降、順
次実施する。

・順次実施

－ 企画財政局

担当局
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